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について
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令和４年度国土交通省関係予算概要

（単位：百万円）

⚫ R4年度当初予算では、交付金及び個別補助金の総額で公共事業費は前年度比0.99倍。当初予算
及びR3年度第3次補正予算を含めた「16か月予算」全体で、国土強靭化等の必要な予算額を確保

※社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金について下水道事業に係る費用はこの内数 1

対前年度
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令和４年度下水道関係予算の規模・内訳

⚫ 事前防災の観点も含めたハード・ソフト一体的な浸水対策を推進するため、浸水対策事業に関す
る個別補助金（下水道防災事業費補助）を大幅に増額（＋140億円）

⚫ カーボンニュートラルの実現に向けて、下水道事業費補助のメニューの一つとして「下水道脱炭素
化推進事業」を創設するとともに、同補助を大幅に増額（＋37億円）

⚫ B-DASH事業等の実施する下水道事業調査費については、前年度と同額を確保

国費（単位：百万円）

区分
令和４年度

予算額
令和３年度

予算額
対前年度

倍率

下水道防災事業費補助
•大規模な雨水処理施設の計画的な整備や適切な機能確保、
河川事業と一体的に実施する浸水対策事業への支援等

52,448 38,448 1.36

下水道事業費補助
•温室効果ガス削減に資する事業等やPPP/PFI手法等を活
用した事業、日本下水道事業団による代行事業への支援等

5,165 1,465 3.53

下水道事業調査費等
•国が自ら行う技術実証事業等

3,746 3,746 1.00

合計 61,359 43,659 1.41
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下水道脱炭素化推進事業の創設

⚫ バイオマス資源としての下水汚泥の
有効活用による創エネの取組推進に
よる、カーボンニュートラルに対する
更なる貢献への期待

⚫ グリーン社会の実現に向けて、下水
道インフラの電力使用量や温室効果
ガス排出量削減の更なる推進が必要

背景

⚫ 温室効果ガス削減に資する先進的な
創エネ事業・一酸化二窒素（N2O)対策
事業を集中的に支援するための「下
水道脱炭素化推進事業」を創設し、下
水道事業の脱炭素化を加速

- 事業期間：５年以内

- 総事業費：５億円以上

概要

R４新規事項
（個別補助金）

下水処理場

コンポスト化・
リン回収施設

リン等資源
供給事業

バイオガス発電施設

下水熱供給事業

発電所等

肥料
会社等

オフィスビル・
病院等

地域バイオマスの集約

剪定枝 等 生ゴミ 等

固形燃料化（広島市など） リン回収（岐阜市など）バイオガス発電（佐賀市など）

電力会社等

固形燃料
供給事業

下水汚泥

バイオガス化
固形燃料化

施設

バイオガス
供給事業

下水 下水管渠

電力供給事業

生ゴミやし尿等を受け入れて
バイオガス発電（豊橋市など）

下水熱の空調･給湯･融雪利用
（新潟市など）

融雪範囲
再生水

供給事業

公共施設
オフィス
ビル等

処理水

高効率散気装置の利用
ICT・AIを活用した高度水処理
（町田市（B-DASH実証中））

AI活用 最適吐出圧力（送風機）

創エネ事業

下水処理場

コンポスト化・
リン回収施設

リン等資源
供給事業

バイオガス発電施設

下水熱供給事業

発電所等

肥料
会社等

オフィスビル・
病院等

地域バイオマスの集約

剪定枝 等 生ゴミ 等

固形燃料化（広島市など） リン回収（岐阜市など）バイオガス発電（佐賀市など）

電力会社等

固形燃料
供給事業

下水汚泥

バイオガス化
固形燃料化

施設

バイオガス
供給事業

下水 下水管渠

電力供給事業

生ゴミやし尿等を受け入れて
バイオガス発電（豊橋市など）

下水熱の空調･給湯･融雪利用
（新潟市など）

融雪範囲
再生水

供給事業

公共施設

オフィス
ビル等

処理水

高効率散気装置の利用
ICT・AIを活用した高度水処理
（町田市（B-DASH実証中））

AI活用 最適吐出圧力（送風機）

下水処理場

コンポスト化・
リン回収施設

リン等資源
供給事業

バイオガス発電施設

下水熱供給事業

発電所等

肥料
会社等

オフィスビル・
病院等

地域バイオマスの集約

剪定枝 等 生ゴミ 等

固形燃料化（広島市など） リン回収（岐阜市など）バイオガス発電（佐賀市など）

電力会社等

固形燃料
供給事業

下水汚泥

バイオガス化
固形燃料化

施設

バイオガス
供給事業

下水 下水管渠

電力供給事業

生ゴミやし尿等を受け入れて
バイオガス発電（豊橋市など）

下水熱の空調･給湯･融雪利用
（新潟市など）

融雪範囲
再生水

供給事業

公共施設

オフィス
ビル等

処理水

高効率散気装置の利用
ICT・AIを活用した高度水処理
（町田市（B-DASH実証中））

AI活用 最適吐出圧力（送風機）

汚泥消化タンク

バイオガス発電

固形燃料化

一酸化二窒素対策
汚泥焼却の高度化

高温焼却システム
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内水浸水リスクマネジメント推進事業の創設 R４新規事項
（交付金）

⚫ 気候変動の影響により、大雨等が頻発
し、内水氾濫による浸水被害が発生する
リスクが増大

⚫ 水防法改正により、想定最大規模降雨
による内水浸水想定区域図等の作成が
必要となるエリアが大幅に拡大

⚫ 内水リスク情報を住民等に的確に伝達し、
適切な避難行動を促進するとともに、さ
らなる雨水対策の加速化に向けて、支
援が必要

背景

⚫ 浸水シミュレーション等による内水浸水
想定区域図等の策定や住民避難のため
の情報・基盤整備、雨水管理総合計画
の策定等を支援するための「内水浸水リ
スクマネジメント推進事業」を創設
（補助率：１／２）

概要
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下水道情報デジタル化支援事業の創設 R４新規事項
（交付金）

共通プラットフォームを活用した
下水道管路のマネジメントのイメージ

下水道台帳等

地方公共団体
民間企業

地方公共団体
民間企業

点検結果等
の入力

施設情報の
入力

情報収集・統計分析等
データ出力

地方公共団体
民間企業

一般公開
データ

市民等

施設情報 維持管理
情報

インターネット
ブラウザ

デジタル化を支援

⚫ 下水道事業の持続性向上のためには、

施設情報や維持管理情報等をデジタ

ル化することによる業務の効率化や、

蓄積データを活用した管理の高度化が

重要

⚫ 水防法改正を踏まえた内水浸水想定

区域図等の作成のために必要となる

浸水シミュレーションの実施には、下水

道管路情報のデジタル化が重要

⚫ 中小市町村などではデジタル化が遅れ

ており、その整備は急務

背景

⚫ 下水道管路に関する情報等をデジタル
化するために必要な経費を支援する
「下水道情報デジタル化支援事業」を
創設（補助率：１／２、令和８年度まで）

概要
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下水道広域化推進総合事業の拡充 R４新規事項
（交付金）

下水道広域化推進総合事業の拡充イメージ

A、B、Cのうち、Aが最大の場合は交付対象

⚫ 下水道事業の持続性確保の観点から、各都道府県に広域化・共同化計画の策定を要請しているが、行政

界・所管部局を越える広域化・共同化を促進するためには、更なる支援が必要

背景

⚫ 下水道以外の汚水処理施設と事業を実施する場合の要件を、「下水道事業の処理人口及び水量が、対象地
域において最大である場合」に変更

概要
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下水道整備推進重点化事業の拡充 R４新規事項
（交付金）

下水道整備推進重点化事業の拡充イメージ

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

下水道整備目標

整備を一定程度加速化することで
アクションプランで定めた目標を

達成できる市町村を交付対象に追加

下水道普及率（既整備分）

当年度進捗（加速化しない場合）

当年度進捗（加速化する場合）

今後の整備進捗

（H28末～R2末）×２倍 まで

これまでの整備進捗
（H28末～R2末）

開始年度に
チャレンジ宣言

⚫ 令和８年度までの汚水処理施設の概成に向け、未普及対策の更なる加速化が必要

背景

⚫ 令和８年度までの汚水処理施設の概成に向けて、下水道整備の加速化を図る市町村について、汚水管に係
る交付対象範囲を拡充

概要
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社会資本整備総合交付金等の交付要件は、『社会資本整備総合交付金交付要綱の付属第Ⅱ編』に
定められており、要件を満たすものに限り、交付対象となる。

8

使用料適正化の促進方策について社会資本整備総合交付金等交付にあたっての要件

（１）地域・規模等要件
（２）下水処理場における施設改築に あたってのコンセッション方式導入検討要件

・人口２０万人以上の地方公共団体
・工事契約１件あたりの概算事業費が１０億円以上と見込まれる改築事業

（３）下水処理場における施設改築にあたっての施設統廃合検討要件
・工事契約１件あたりの概算事業費が１０億円以上と見込まれる改築事業

（４）汚泥有効利用施設新設に際してのＰＰＰ／ＰＦＩ 手法導入要件
・人口２０万人以上の地方公共団体
・工事契約１件あたりの概算事業費が１０億円以上と見込まれる事業

（５）「広域化・共同化計画」策定に係る要件
・平成３０年度末までに、都道府県を単位とした広域化・共同化に関する計画の策定に着手
・令和４年度末までに、都道府県を単位とした広域化・共同化に関する計画を策定

（６）公営企業会計の適用に係る要件
・人口３万人以上の地方公共団体については、令和２年度以降の予算・決算について、公営企業会計に移行
・人口３万人未満の地方公共団体※については、令和６年度以降の予算・決算について、公営企業会計に移行
※将来にわたる継続を見込まない事業や、災害対応その他の理由により、期間内の移行が著しく困難な市区町村を除く。

（７）使用料改定の必要性の検証に係る要件
公営企業会計の導入済みの地方公共団体について、令和２年度以降、少なくとも５年に１回の頻度で、

・下水道使用料の改定の必要性に関する検証
・経費回収率の向上に向けたロードマップを策定
・国土交通省へ提出するとともに、検証結果を公表

（８）下水道革新的技術実証事業における実証技術の導入検討要件



社会資本整備総合交付金等における重点配分項目

※ PPP/PFI、地震対策等でも汚水の改築の性格があるものは対象から除外（PPP/PFIで実施する処理場の改築、耐震で実施の管更生 等）

【社会資本整備総合交付金】 ※令和４年度変更なし
① アクションプランに基づく下水道未普及対策事業 （汚水処理施設整備が概成していない団体に限る）
② PPP/PFI、下水汚泥のエネルギー利用、広域化・共同化の取組を推進するため追加的に必要※となる下水

道事業
（注）公営企業会計を適用した地方公共団体においては、以下のいずれにも該当しないことを要件とする。

①経費回収率の向上に向けたロードマップに定めた業績目標を達成できない場合。
②令和７年度以降、供用開始後30年以上経過しているにも関わらず、使用料単価が150円/m3未満であり、か

つ経費回収率が80％未満であり、かつ15年以上使用料改定を行っていない場合。

【防災・安全交付金】
① 各地方公共団体が定める下水道事業計画に基づく雨水対策事業

（雨水出水浸水想定区域の指定対象団体は、令和８年度以降は、最大クラスの内水に対応した浸水想定区
域図を作成済みである場合に限る）

② 国民の安全・安心の確保に向けた以下の取組を推進するために追加的に必要※となる下水道事業
・南海トラフ地震・首都直下地震の対象地域における重要施設（揚水・沈殿・消毒施設、管理棟、下水道総合地震計画に位
置づけられている管渠）の地震対策

・下水道総合地震対策事業（国土強靱化地域計画に基づき実施するもの又はマンホールトイレ整備を含むものに限る）
・下水道施設の耐水化・非常用電源確保（津波対策を含む）

③温室効果ガス削減効果の高い省エネ対策事業
・従来より20％以上の消費電力量もしくは温室効果ガス排出量を削減できる機能向上改築

○ 社会資本整備総合交付金等による国費支援については、特定の事業に対して重点配分を実施。

○ 令和４年度予算より、省エネ対策事業を重点配分項目とした他、令和８年度以降における雨水対策事業の
重点配分要件を追加。

令和４年度の重点配分項目
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社会資本整備総合交付金等の交付要件確認についての留意事項

交付要件の確認にあたっては、毎年度11 月末日の次年度予算要望調書の提出までに、別
紙１の「交付要件確認チェックシート」を、各地方公共団体から地方整備局等を経由して下
水道事業課へ提出していただくこととします。

チェックシートと共に、経営戦略のうち以下の①～③に関する事項が記載された箇所(い
ずれも該当部分の抜粋のみで可)の電子ファイルについても別紙２～５に従い提出いただく
ようお願いします。

【経営戦略におけるロードマップ関連記載事項】
①経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限
②収入増加・支出削減のための具体的取組及び実施時期
③収支構造の改善の要否等について、少なくとも5年に1度の頻度で、定期的な検証・見
直しを行う旨

10

下水道事業課・下水道企画課管理企画指導室 企画専門官 事務連絡（令和３年６月３日） 抜粋



チェックシート記載日 都道府県名 市町村名

１．公営企業会計の適用状況
適用済み 適用年度 未適用

２．令和2年度以降※、少なくとも5年に1回の頻度で、下水道使用料の改定の必要性に関する検証を実施
※令和2年度までに公営企業会計適用していない場合、「公営企業会計適用した年度以降」とする。）

実施済 実施年度 未実施

3．経営戦略の内容

①経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限が記載されているか
記載済み 未記載

②a 経費回収率向上に向け、収入増加のための具体的取組及び実施時期が記載されているか（使用料
の改定、下水道施設・未利用資源の有効活用や接続促進による収入増など、収入を増加させるための
取組が記載されていれば可）

記載済み 未記載

②b 経費回収率向上に向け、支出削減のための具体的取組及び実施時期が記載されているか（包括的
民間委託等による維持管理費の削減（新規・継続問わず）や新技術の導入、広域化・共同化、処理場
の運転方法の見直し、電力契約の見直しなど、支出削減のための取組が記載されていれば可）

記載済み 未記載

③収支構造の更なる適正化に向けて、少なくとも５年に１度の頻度で、定期的に検証・見直しを行う旨が記載
されているか（表現ぶりは、「○年毎に検証する」といった大まかなもので可とする※）
※ 「検証・見直し」の具体的内容としては、収支実績・取組効果の確認、業績目標or収支見通しとの乖離の確認及びその
原因分析、今後の取組について検討、見直しを行い、収支見通しの改定等を行うことを想定しており、関連する記述の有
無で判断する。

記載済み 未記載

４．経営戦略が公表されているか
公表済み 未公表

【記入要領】
・上記1.～4.の全てについて記載すること。
・1．で公営企業会計適用済みと回答した団体については、令和7年度以降（令和2年度以降に公営企業会計を適用した団体については、適用年度から5年経
過以降）、2．、3．（②はaとbのいずれかのみで可）、４．の全てを満たしていることが交付要件となる。
・なお、人口3万人以上の地方公共団体については、令和2年度以降の予算決算が公営企業会計に基づくものに移行していること、人口3万人未満の地方公
共団体については、令和6年度以降の予算決算が公営企業会計に基づくものに移行していることを交付要件としている。
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（別紙１）交付要件確認チェックシート



定量的な業績指標及び目標年限の記載例（ ３．①関係）

愛知県春日井市の例 神奈川県秦野市の例

埼玉県熊谷市の例

埼玉県さいたま市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋 12
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収入増加のための具体的取組及び実施時期の記載例（３．②a関係）

千葉県千葉市の例 福井県あわら市の例

熊本県合志市の例

愛知県名古屋市の例

※各自治体の経営戦略より抜粋
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支出削減のための具体的取組及び実施時期の記載例（ ３．②b 関係)

愛知県豊明市の例 千葉県千葉市の例

熊本県合志市の例

北海道登別市の例

(抜粋)

(抜粋)

※各自治体の経営戦略より抜粋


